令和６年度　社会福祉法人東栄町社会福祉協議会　事業計画
【基本方針】
　少子・高齢化、家族や地域社会の絆の希薄化、経済格差などに伴う貧困問題の深刻化など、福祉を取り巻く環境は大きく変化しており、福祉課題は一層複雑・多様化している。地域共生社会の実現に向けた地域福祉推進のための基盤強化、生活困窮者の自立支援、福祉サービスを提供できる福祉人材の確保・育成、福祉サービスの質の確保や福祉分野の制度見直しへの対応は、緊急の課題である。
「超少子高齢・人口減少社会」において、誰もが生涯を通して、「安心・安全・心豊かに暮らせる社会が実感できるよう１０年・２０年先の社会の姿を見据えた活動に取り組む必要がある。
さらに、「令和６年能登半島地震」が発生し、近い将来発生が懸念されている南海トラフ地震等を含む様々な災害に備え、平時から災害支援体制を整備しておく必要がある。　
　こうした状況下において、東栄町社会福祉協議会では「誘われ、頼まれ、私の一歩がやさしい輪を広げる」という基本理念の上、「東栄町地域福祉計画・地域福祉活動計画」に掲げた３つの基本目標に基づいて地域福祉活動を展開していきます。

　
１　法人運営事業
 （1）理事会、評議員会、監査会、評議員選任・解任委員会の開催
　　  定款・諸規程の整備、予算・決算・事業計画及び事業報告等法人業務の決定のために
　　  理事会、評議員会、監査会を開催します。
 （2）会員の募集・会費の徴収　
      会員の確保と拡大を推進し、事業実施に必要な自主財源増収に努めます。
　会員募集：１０月
　会　　費：「個人会員   500円以上」 「賛助会員 1,000円以上」
　　　　　 「団体会員 2,000円以上」
（3）ホームページの更新
　　　現在の全社協のホームページが令和７年３月３１日で終了

２　福祉活動専門員事業
　　　誰もが安心して暮らすことができる地域を作るために、地域住民や団体、行政などの関連機関と連携しながら、地域福祉活動が広がっていくようサポートする役割を果たします。
 （1）事業内容

① 福祉活動の調査・企画・連絡調整
② 福祉ニーズ・情報の収集
③ 広報活動の推進　
　④ 児童福祉活動の推進事業
⑤ 福祉車両・福祉用具の貸出　
 ⑥ 世代間交流事業
      ⑦ 地域福祉活動計画の推進
　　　　
３　基金運営事業

 （1）寄附金、福祉基金の管理・運用
４　福祉団体助成事業

町内各福祉団体の事務局として、その活動の指導と助成を行います。
 （1）とうえい明神クラブ助成
   　＜会員数及びクラブ数＞
　　　　　２１６名　　５単位クラブ　　（令和６年２月現在）
※　令和５年度末で園地区（足込栄寿会）解散
令和６年度古戸百寿会第１・第２統合
　　 ＜実施事業＞　　　　　　　
＊ 友愛活動
＊ 生活支援活動
＊ 清掃・奉仕・環境整備活動
＊ 文化・学習活動
＊ スポーツ活動
＊ 交通安全活動
５　介護予防・生きがい支援事業
　住民がいつまでも元気に自分らしく暮らせるよう、地域において地域の住民が自ら活
　動に参加する介護予防の普及啓発、支援を図るため、出前講座を行い、多くの住民の
　介護予防・健康づくり活動を促進する。
 （1）介護予防事業
　　　　介護予防出前講座の開催
６　家庭介護支援事業
要援護高齢者・障害者等を介護している家族のさまざまなニーズに対応し、高齢者・
障害者を介護している家族の身体的、精神的負担の軽減を図るとともに、要援護高齢
者・障害者の在宅生活の継続、向上を図ります。
（1）家庭介護用品支給事業
　在宅高齢者・障害者を介護している家族に対し、介護用品を支給することにより、
　介護している家族を支援します。
　　 　 ＜対象者＞
　　　　  要介護２、３，４，５に認定された方を在宅で介護している家族

　　　　  身体障害者手帳１級または２級に該当する方を在宅で介護している家族
　　　　　精神保健福祉手帳１級または２級
　　　　　療育手帳Ａ判定またはＢ判定
　　 　 ＜実施内容＞
　　　　  紙おむつ、尿取りパットの支給
　（２）家庭介護用品の紹介と指導
　　　　　初めて介護される方向けに訪問して、おむつの紹介や当て方の指導を行います。嚥下に問題のある方向けに飲み込みやすい食品等の紹介をしています。
７　ボランティアセンター運営事業
　　　地域住民が、相互に助け合い協力して連帯意識を持ち、福祉意識の向上を図ります。
(1) 事業内容
　　① ボランティア活動に関する調査研究、情報提供及び講座・研修会等の開催
　　　② ボランティア受入希望団体等へのボランティアの紹介　
　　　③ ボランティア活動推進機関との情報交換及び連携
　　　④ ボランティアグループへの活動助成、協力
　　　⑤ 東三河ボランティア集会参加（令和６年度新城市）
⑥ 町内美化運動等援助
⑦ 東栄中学校生徒のボランテイア福祉体験学習　
⑧ ボランティアサークル活動の推進
　　　⑨ 災害ボランティアセンター設置・運営
　　　⑩ 災害ボランティアコーディネーター養成講座、フォローアップ研修の開催
　　　⑪ 災害時、町と連携し、医療関係者、福祉専門職との連携のためのネットワークづ
くり
　　　⑫ 災害ボランテイアセンターと町内事業者との連携づくり

　　　⑬ あんきにサポート事業（町委託事業）
　　　⑭ ボランテイアニーズの把握のための訪問活動

　　　⑮ 生活支援サポーター養成講座の開催、フォローアップ研修
８　日常生活自立支援事業（愛知県社協委託事業）
　　　認知症高齢者、知的障害者、精神障害者などのうち判断能力が不十分な方が自立した
　　　生活を送れるように、利用者との契約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行い
　　　ます。

　(1) 福祉サービスの利用援助

　(2) 日常的な金銭管理サービス

　(3) 書類等の預かりサービス
９　居宅介護支援事業
介護保険法に基づき、契約者がその居宅において、その有する能力に応じ、可能な
限り自立した日常生活を過ごすことができるように支援するサービスを提供します。

  (1) 事業内容
①  介護サービス計画（ケアプラン）の作成及び見直し
②  介護保険サービス事業者との連絡調整
③  介護保険要介護認定・要支援認定の調査
④  福祉用具のレンタル・購入の相談等
⑤  住宅改修の相談等
⑥　町と連携し、医療関係者、福祉専門職との連携のためのネットワーク作り
⑦　介護予防支援事業所の指定、介護予防サービス計画の作成及び見直し（新規）
⑧　ケアプラン連携システムの稼働（新規）
10　訪問介護事業
介護保険制度のもと、利用者が可能な限り自宅で自立した生活を送ることができるよ
う、訪問介護員(ホームヘルパー)が利用者の自宅を訪問し、食事・排泄・入浴などの
介護（身体介護）や、掃除・洗濯・買い物・調理などの生活の支援（生活援助）を行
い、地域自立生活の支援を実施します。
11　居宅介護事業（障害福祉サービス）
(1)居宅介護
 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律のもと、障害のために日
常生活を過ごすことが困難な身体障害者、知的障害者、障害児、精神障害者のいる家庭等に訪問介護員(ホームヘルパー)を派遣し、利用者の心身の状況等に応じて適切な家事、介護等のサ－ビスを提供します。
（２）同行援護
　　視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を
行う。
　
12　共同募金配分金事業
町民の皆様から寄せられた共同募金の配分金を財源に高齢者や障害者、園児、児童を
はじめ、様々な福祉サービスを提供し、福祉の向上を図る。また、福祉団体への助成
や各種の地域福祉活動への支援を行います。

(1) 老人福祉活動事業
　　　① とうえい明神クラブ助成（助成金交付）
　　　② 高齢者健康づくり事業の推進
　　　③ 介護予防・生きがい支援事業資金充当
　　  ④ 愛知県老人福祉大会等参加費助成
　(2) 障害者福祉活動事業
　　  ① 障がい児・者、その家族のための音楽ワークショップ
　(3) 児童・青少年福祉活動事業
　　  ① 町内の学校事業に対し助成（活動助成金交付）
　　  ② 保育園助成（活動助成金交付）
　(4) 福祉育成援助活動事業
    ① 家庭介護支援事業資金充当
    ② 町内の学校等に対し高齢者疑似体験セット等の貸し出し

　　  ③ 福祉用具の整備
  (5) ボランティア育成活動事業
　　① ボランティアセンター運営事業資金充当
　　② 福祉体験学習への協力
(6) 歳末たすけあい配分金事業
　歳末たすけあい運動で集められた募金は、広く住民を対象とした事業等の財源の一部
　として有効活用します。
  (7) テーマ型募金活動事業
　　　地域課題の解決に取り組む活動として有効活用します。
　　　　　「ＶＲ体験を通して認知症を理解しよう」
13　生活福祉資金貸付事業（愛知県社協委託事業）
　　　愛知県社会福祉協議会から受託し、民生委員児童委員との連携のもと、低所得者世帯
　　　や障がい者世帯、高齢者世帯等を対象に資金の貸付事務や相談支援を行い、その世帯
　　　の経済的自立や生活意欲の助長促進を図ります。
　(1) 資金の種類
　　　①総合支援資金　②福祉資金　③教育支援資金　④不動産担保型生活資金
　　　⑤臨時特例つなぎ資金　
　　
　
14　くらし資金貸付事業（愛知県社協委託事業）

  　　生活の不安定な低所得者に対して、日々のくらしの維持に必要なつなぎ資金及び不時
　の出費のため必要とする小口資金の貸付けを行います。
　(1) 資金の種類
　　　生活費、医療費、その他暮らしを営む上に必要と認められる資金
15　地域包括支援センター事業（町委託事業）　　　
　　　高齢者が可能な限り住み慣れた自宅や地域で生活できるように、必要な介護サービス
　　　や保健・医療・福祉サービスの相談に応じ、関係機関との連絡調整を行い、包括的な
　　　支援を行います。
（1）介護予防事業業務
　　　①介護予防・日常生活支援総合事業
　　　　・介護予防の情報等の普及・啓発活動　
　　　　・介護予防出前講座の開催
　　　　・総合事業に関するケアマネジメント業務
　　　②指定介護予防支援業務
　　　　・予防給付に関するケアマネジメント業務
 （2）総合相談支援業務
　　　①保健・福祉・医療、その他生活に関する相談への対応
　　　　　町と連携した総合相談窓口の開設

　　　②高齢者の生活等実態把握事業
 （3）権利擁護業務
  　　①高齢者の虐待予防、成年後見制度の活用、消費者被害対策
 （4）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
　　　町と連携した医療関係者・福祉専門職との連携のためのネットワーク作り
　　　①民生委員との連携強化
　　　②介護支援専門員への支援
　　　③家族介護者支援の強化
　　　④支援困難事例への対応
 （5）地域ケア会議の実施
　　　①個別支援困難事例について地域ケア会議の開催
　　　②地域課題解決のための地域ケア会議の開催
 （6）在宅医療・介護連携推進事業の実施
　　　①町と連携した医療関係者・福祉専門職との連携のためのネットワーク作り

②医療と介護関係者の連携強化のための研修の開催
　　　③近隣自治体の医療・介護施設との連携の強化や、情報共有の仕組みの構築
 （7）認知症支援事業
①認知症サポーター養成講座の開催
　　　②出前講座による認知症についての理解や知識の普及啓発　
　　　③認知症カフェ事業
　　　④認知症家族介護者交流事業

　
　　
16　生活支援体制整備事業（町委託事業）　
　　　高齢者が住み慣れた地域で生きがいをもって在宅生活を継続していくために、支援ニ
ーズとサービスのコーディネート機能を担い、関係者と連携して支援していくことで、
多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図
ることを目的とする
　（１）生活支援コーディネーターを配置し、生活支援・介護予防サービスのコーディネー
　　　　ト等に関する事業
　　　　①地域における社会資源の把握
　　　　②高齢者の生活状況・生活ニーズ等の把握・支援
　　　　③地域の関係者等による支援・サービス等の創出・マッチング
　（２）多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取り組みを推進するた
めの「協議体」の設置
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